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2019 年 4 月 12 日  
 

経済レポート  
 

2019 年夏のボーナス見通し 
 

～労働需給は一段とタイト化するが、企業は大幅増額には慎重姿勢～  
 

調査部  主席研究員  小林  真一郎  

研究員   丸山  健太  
 

○  2019 年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）のボーナスは、前年比＋

0.8％1と、4 年連続で増加するものの、伸びは小幅になると予測する。労働需給が極

めてタイトな状況にあるが、内外景気の先行き不透明感が強まる中で、企業業績の拡

大に一服感が出ている。このため、増加基調は維持されるものの、伸び率は昨年の前

年比＋4.2％からは大幅に鈍化するであろう。 

○  雇用者数の増加が続いており、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数も増加
が見込まれる。夏のボーナスの支給労働者割合は 81.5％と前年と同水準にとどまる

ものの、雇用者数の増加を反映し、支給労働者数は 4139 万人（前年比＋1.6％）に増

加しよう。また、ボーナスの支給総額は 16.2 兆円（前年比＋2.4％）に増加する見通

しである。伸びが鈍るとはいえ、支給総額の増加傾向が維持されることは、消費税率

の引き上げを控えた個人消費にとっては下支え材料となろう。 

○  2019 年夏の国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）のボーナス（期末・
勤勉手当）の平均支給額は 68 万 8,415 円（前年比＋5.5％）に増加すると予測する。

昨年 8 月の給与勧告で年間支給月数が 0.05 月分引き上げられたことが反映されるた

めである。 
 

 2019 年夏のボーナス見通し  

 

                                                   
 
1  厚生労働省 「毎月 勤労統計調査 」は、調査の不備の発覚に伴い、1 月に月別結果の再集計値が、4 月 10 日
に夏季 ・年末賞与の結果の再集計値が公表 された。なお本稿において、断 りのない限 り、実績は再集計値 、予

測は再集計値ベースである。  

（円） 前年比（％） （万人） 前年比（％） （兆円） 前年比（％）

民間企業 390,321 0.8 4,139 1.6 16.2 2.4

製造業 524,568 0.5 735 1.4 3.9 2.0

非製造業 361,312 0.9 3,404 1.6 12.3 2.6

国家公務員 688,415 5.5

(注2)国家公務員は、管理職および非常勤を除く一般行政職の平均

(注4)支給総額は一人平均支給額に支給労働者数を掛け合わせた値

(出所)厚生労働省「毎月勤労統計」、内閣人事局資料などをもとに当社予測。

一人平均支給額 支給労働者数 支給総額

(注1)民間企業（調査産業計・事業所規模5人以上）は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の
     支給を受けていない労働者も含む）の平均

(注3)支給労働者数は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者
     も含む）の数。
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１．2018 年冬のボーナス～一人平均支給額は増加が続くも伸びは鈍化 

 

4 月 5 日 に 発 表 さ れ た 厚 生 労 働 省「 毎 月 勤 労 統 計 調 査 」に よ る と 、民 間 企 業（ 調 査

産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 5 人 以 上 ） に お け る 2018 年 冬 の ボ ー ナ ス の 一 人 あ た り 平 均 支 給

額 は 38 万 9926 円 （ 前 年 比 ＋ 1.0％ ） と ３ 年 連 続 で 増 加 し た も の の 、 伸 び は 鈍 化 し た

（ 図 表 １ ）。  

業 種 別 で は 、製 造 業（ 前 年 比 ＋ 0.2％ ）、非 製 造 業2（ 同 ＋ 0.6％ ）と も に 増 加 は 小 幅

な も の に と ど ま っ た 。非 製 造 業 の 内 訳 を み る と 、「 運 輸 業 、郵 便 業 」（ 前 年 比 ＋ 9.0％ ）

や「 建 設 業 」（ 同 ＋ 7.5％ ）な ど 人 手 不 足 が 深 刻 な 業 種 を 中 心 に 増 加 し た 一 方 、500 人

未 満 の 事 業 所 で 大 き く 減 少 し た「 不 動 産 業 、物 品 賃 貸 業 」（ 同 － 7.1％ ）や 業 績 の 厳 し

い 「 金 融 業 、 保 険 業 」 と い っ た 業 種 の 減 少 が 全 体 の 数 字 を 押 し 下 げ た 。  

規 模 別 で は 、30 人 以 上 の 事 業 所 で 前 年 比 ＋ 2.1％ 、中 で も 500 人 以 上 の 事 業 所 で 同

＋ 5.9％ と 高 い 伸 び と な っ た の に 対 し 、5～ 29 人 の 事 業 所 で は 同 － 5.4％ と 大 き く 減 少

し て お り 、 大 企 業 と 中 小 企 業 の 格 差 が 拡 大 す る 結 果 と な っ た 。  

ボ ー ナ ス 支 給 月 数（ 所 定 内 給 与 に 対 す る 比 率 ）は 1.10 ヶ 月 分（ 前 年 差 － 0.02 ヶ 月 ）

と 減 少 し た 。一 方 、ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ た 事 業 所 で 働 く 労 働 者 の 割 合 は 84.6％（ 前 年

差 ＋ 1.2％ ポ イ ン ト ） と 上 昇 し た 。 こ の た め 雇 用 者 の 増 加 と 相 俟 っ て 、 ボ ー ナ ス が 支

給 さ れ た 事 業 所 の 労 働 者 数 は 前 年 比 ＋ 2.2％3と 増 加 し て お り 、冬 の ボ ー ナ ス の 支 給 総

額 4（ 平均支給額×支給労働者数） は 16.6 兆 円 （ 前 年 比 ＋ 3.2％ ） と 前 年 を 上 回 っ た 。  

平 均 支 給 額 は 小 幅 な 増 加 に と ど ま っ た も の の 、支 給 総 額 は 堅 調 に 増 加 し て お り 、引

き 続 き 、 個 人 消 費 を 支 え る 雇 用 ・ 所 得 情 勢 は 良 好 で あ る こ と が 確 認 さ れ た 。  

図 表 １ ．冬 の ボ ー ナ ス実 績 ：平 均 支 給 額 （前 年 比 ） と支 給 月 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
2  調査産業計 と製造業の結果 をもとに当 社で試算 したもの。  
3  支給事業所に雇用 される労働者の割合 と常用労働者の 2 01 8 年 1 2 月の実績 をもとに当 社で試算 したもの。  
4  一人あたり平均支給額 と支給事業所に雇用 される労働者の数 を掛け合わせることで計算 したもの。  
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２．2019 年夏のボーナス見通し 

 

（１）民間企業 ～４年連続で増加するも、伸び率は大幅に鈍化する 

ボーナス支給額の動向に大きく影響する企業業績および雇用情勢の状況をみると、まず

企業業績は改善傾向を維持しており、2018 年度の利益も高い水準を維持したと考えられる。

これは、リーマンショック以降、固定費を中心に企業がコスト削減努力を続けてきたこと

で収益率が高まっていることに加え、景気回復を背景に売上高が増加しているためである。

ただし、足もとでは、内外景気に弱さがみられる中で、企業業績の拡大に一服感が出てお

り、業績の先行きについても慎重な見方が広がっている。 

労働需給はさらに引き締まっている。総務省「労働力調査」によれば、完全失業率（季

節調整値）は 2018 年度中、一貫して低水準で推移し、2018 年 5 月には単月としては 1993

年 4 月以来となる 2.3％まで低下した。なお、足元の 2019 年 2 月も 2.3％を記録している。

就業者も増加しており、同じく労働力調査の就業者数（季節調整値）は、2018 年 11 月に

6,717 万人と過去最高を記録した後、直近の 2019 年 2 月においても 6,714 万人と過去最高

に近い水準を維持している。 

以上の状況を踏まえると、厚生労働省「毎月勤労統計調査」ベースで見た民間企業（調

査産業計・事業所規模 5 人以上）の 2019 年夏のボーナスは、一人あたり平均支給額が 39

万 0,321 円（前年比＋0.8％）と 4 年連続で増加するも、増加幅は前年の＋4.2％から大幅

に鈍化すると見込まれる（図表２）。人手不足の深刻化が平均支給額を押し上げる一方で、

足元の企業業績の動向やボーナス額が少ない非正規労働者の割合の上昇が 5平均支給額を

下押しするとみられる。 

 

図 表 ２ ．夏 の ボ ー ナ ス予 測 ：平 均 支 給 額 （前 年 比 ） と支 給 月 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
5  総務省 「労働 力調査 」によると、非正規労働者の割合は趨勢的に上昇 しており、2 01 8 年平均は過去最高の

37 .9％となった。  
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予測
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業種別では、製造業では 52 万 4,568 円（前年比＋0.5％）、非製造業では 36 万 1,312 円

（同＋0.9％）と、支給額はともに増加すると見込まれる（図表３）。大企業では、今年の

春闘でもベースアップの実施が決定されたことは支給額増加の要因となるが、業績拡大の

鈍化や主に海外経済の先行き不透明感が重荷となり、増加幅は縮小するだろう。一方、中

小企業（ 5～ 29 人 の 事 業 所 ） では支給額が冬に前 年 比 － 5.4％ と 減 少 し た が 、 人手不足

が一段と深刻化していることを背景に、夏は大きく減少することはないとみられる。 

 

図 表 ３ ．夏 の ボ ー ナ ス予 測 ：平 均 支 給 額 （前 年 比 ）【業 種 別 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 雇用者数が増加する中で、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数も増加すると
考えられる。夏のボーナスの支給労働者割合 6は 81.5％と前年と同水準となるものの、雇

用者数の増加を反映し、支給労働者数 7は 4,139 万人（前年比＋1.6％）に増加するだろう

（図表４）。 

結果的に、2019 年夏のボーナスの支給総額（一人あたり平均支給額×支給労働者数）は、

支給労働者数の増加が主な要因となり、16.2 兆円(前年比＋2.4％)と堅調に増加を続ける

と見込まれる（図表５）。 

伸びが鈍るとはいえ、支給総額の増加傾向が維持されることは、消費税率の引き上げを

控えた個人消費にとっては下支え材料となろう。 

 

                                                   
 
6  労働者の総数に対 して、ボーナスが支給 される事 業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けてい
ない労働者 も含む）が占める割合 。  

7  ボーナスが支給 される事 業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けていない労働者 も含む）の数 。  
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図 表 ４ ．夏 の ボ ー ナ ス予 測 ：支 給 労 働 者 数 と支 給 労 働 者 割 合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 ５ ．夏 の ボ ー ナ ス予 測 ：支 給 総 額 （前 年 比 、実 額 ） 
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（２）公務員 ～増加が続く見込み 

内閣人事局の発表によると、国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の 2019

年冬のボーナス（期末・勤勉手当）は 71 万円（前年比－0.6％）と前年から減少した。こ

れは、冬のボーナスの支給月数は 2.295 ヶ月分と昨年から据え置かれた一方、職員の平均

年齢の低下（35.9 歳→35.5 歳）などによりボーナスの算定基準となる平均給与額が減少し

たためである。 

一方で、夏のボーナスは前年から増加し、平均支給額は 68 万 8,415 円（前年比＋5.5％）

になると予測する（図表６）。職員の平均年齢の低下は引き続き平均支給額を押し下げる一

方で、夏のボーナスの支給月数が昨年の 2.095 月分から 2.225 月分へと引き上げられるこ

とが支給額を押し上げる要因となる。夏のボーナスの平均支給月数が増加するのは、①昨

年 8 月の給与勧告で民間の支給状況等を踏まえ、年間支給月数が 0.05 月分引き上げられ

たものの、昨年の夏のボーナス支給に間に合わなかった、②これに対し、今年は引き上げ

分が反映される（年間支給月数の 4.45 月分が夏と冬で等しく配分される）、というテクニ

カルな要因によるものである。したがって、夏のボーナスは前年比で増加するものの、冬

のボーナスはその分減少することになる。 

図 表 ６ ．夏 の ボ ー ナ ス予 測 （国 家 公 務 員 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ ご利用に際 して －  

  本 資 料 は、信 頼 できると思 われる各 種 データに基 づいて作 成 されていますが、当 社 はその正 確 性 、完 全
性 を保証するものではありません。  

  また、本資 料は、執 筆者の見解に基づき作成 されたものであり、当 社の統一的な見解 を示すものではあり
ません。  

  本資料に基づくお客 様の決定 、行 為 、及 びその結果について、当 社は一切の責任 を負いません。ご利 用
にあたっては、お客様 ご自身でご判断 くださいますようお願い申 し上げます。  

  本 資 料 は、著 作 物 であり、著 作 権 法 に基 づき保 護 されています。著 作 権 法 の定 めに従 い、引 用 する際
は、必ず出所 ：三 菱 ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングと明記 してください。  

  本 資料の全 文 または一部 を転 載 ・複 製 する際 は著 作 権者の許 諾が必要 ですので、当 社 までご連 絡 くだ
さい。  
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（注）6月期の期末・勤勉手当。管理職および非常勤を除く一般行政職。

（出所）人事院、総務省、内閣官房内閣人事局
（年度、夏）
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